【競争参加資格確認申請書及び技術提案書標準例（総合評価落札方式：標準型）】
                                                                           （様式－１）
	競争参加資格確認申請書
令和　　年　　月　　日
（分任）支出負担行為担当官
  中国地方整備局　○○○○事務所長
         　　　   ○○　○○　　殿
                                         住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 E-mail
会社名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者　　役職名　　氏名　　　　　　　
        令和○○年○月○日付けで公告のありました○○○○○○○○○○業務に係る
　　　一般競争入札の参加を希望します。
        なお、予決令第70条及び第71条の規定に該当する者でないこと並びに添付書類
　　　の内容については事実と相違ないことを誓約します。



注）紙入札方式による場合は、返信用封筒として、表に申請者の住所・氏名を記載し、簡易書留料金を加えた料金の切手を貼った長３号封筒を申請書等と合わせて提出すること。
                                         （様式－２）
・企業の平成○○年度から本業務の公告日までに完了した同種業務又は類似業務の実績等
	業務分類（同種業務又は類似業務）
	

	業務名
	

	ＴＥＣＲＩＳ登録番号
	

	契約金額
	

	履行期間
	

	発注機関名
　住所
　ＴＥＬ
	

	業務の概要

	

	業務の技術的特徴

	


 注）TECRISに登録されていない実績を記した場合は、当該業務の契約書等の写しを添付すること。
	※様式－２－１及び様式－２－２は、業務によっては、求めない場合があるので、入札説明書に沿って、適宜作成・提出すること。


（様式－２－１）
・令和○年度に有効な災害協定の締結
	災害協定等の締結
	            あり　・　なし　


注１）災害協定等の写しを添付すること。
注２）加盟団体の名簿等の写しを添付すること。（該当する場合のみ）
・災害活動実績に基づく表彰〔過去３年間（令和○年度から本業務公告日まで）〕の有無
	災害活動実績に基づく表彰
	            あり　・　なし　

	年　度
	


注１）災害対策関係功労者表彰状の写しを添付すること。
注２）中国地方整備局（港湾空港関係）と締結した災害協定に基づく活動実績により、中国地方整備局長から表彰された実績を評価の対象とする。
                                                                           （様式－２－２）
・測量法に基づく登録状況
	　登録年月日：　　　　　　　　　　
　登録番号　：　　　　　　　　　　


  注）登録を証明する資料を添付すること。
                                                                           （様式－３）
・予定管理技術者（技術指導者）の経歴等
	①氏名
	②生年月日

	③所属・役職

	④保有資格　　当該資格を有することを証する登録証等の写しを添付すること。
  技術士  （部門：　　　　科目：　　　）・登録番号：　　　　・登録年月日：
  ＡＰＥＣｴﾝｼﾞﾆｱ（部門：　　分野：　　）・登録番号：　　　　・登録年月日：
  土木学会（特別上級土木、上級土木、１級土木技術者）
・登録番号：　　　　・登録年月日：
　RCCM　（部門：　　　　　　　　　　）・登録番号：　　　　・登録年月日：
  その他  （部門：　　　　　　　　　　）・登録番号：　　　　・登録年月日：
 

	⑤専門的な資格　当該資格を有することを証する登録証等の写しを添付すること
※入札説明書に記載される専門的な資格に該当する資格を記載する。なお、該当が無い場合は記載しない。
　○○○　（部門：　　　　　　） ・登録番号：　　　　・登録年月日：
 その他 　（部門：　　　　　　） ・登録番号：　　　　・登録年月日：


	⑥同種業務又は類似業務の経歴(1件)
  TECRISに登録されていない実績を記した場合は、その業務を担当した事を証する業務計画書又は業務報告書等の該当
　部分の写しを添付すること。

	業務分類
	業　務　名
	発注機関
	履行期間

	
	TECRIS登録番号：
	
	

	⑦実務経験の経歴
 1)                                                      年　月～年　月（　年　ヶ月）
 2)                                                      年　月～年　月（　年　ヶ月）
 3)                                                      年　月～年　月（　年　ヶ月）
                                                        　　　　 累　計（　年　ヶ月）

	⑧令和○年度から令和○年度までの業務の優秀技術者表彰、または優良業務表彰あるいは中国インフラＤＸ表彰の経緯 (中国地方整備局港湾空港関係発注業務）


	⑨周辺地域の業務実績（地域精通度の評価）(1件) 
 TECRISに登録されていない実績を記した場合は、その業務を担当した事を証する業務計画書又は業務報告書等の該当
　部分の写しを添付すること。


	業 務 名
	職務上の立場
	発注機関
	履行期間
	履行対象地域
	契約金額

	TECRIS登録番号：
	
	
	
	
	


注１）説明書５．５－４（２）により、公告年度の４月１日時点で満40歳未満の若手技術者を予定管理技術者として登録する場合は、本様式には予定担当技術者となる技術指導者に関する事項を記載すること。なお、この場合、配置予定技術者の評価は予定担当技術者（技術指導者）の登録情報にて実施する。
注２）予定管理技術者が取得した産休育休の期間を業務実績期間等に加える場合は、産休育休期間を確認できる資料として様式－３－２を添付すること。
注３）④、⑤の保有資格欄において、複数の資格を記載し、資格証明を提出された場合においても、評価点の最も高い１資格のみで評価を行う。
                                                             （様式－３－１）
・予定管理技術者の保有資格
	①EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ Ｐ明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),氏名)
	②生年月日

	③所属・役職

	④保有資格  当該資格を有することを証する登録証等の写しを添付すること。
  技術士  （部門：　　　　科目：　　　） ・登録番号：　　　　・登録年月日：
  ＡＰＥＣｴﾝｼﾞﾆｱ（部門：　　分野：　　　） ・登録番号：　　　　・登録年月日：
  土木学会（特別上級土木、上級土木、１級土木技術者）　　　　 
・登録番号：　　　　・登録年月日：
　RCCM　（部門：　　　　　　　　　　） ・登録番号：　　　　・登録年月日：
  その他  （部門：　　　　　　　　　　） ・登録番号：　　　　・登録年月日：



注）本様式に記載する予定管理技術者は、公告年度の４月１日時点において、40歳未満であること。
　 本様式にて競争参加資格要件のうち、保有資格を確認する。
（様式－３－２）
令和　　年　　月　　日
（分任）支出負担行為担当官
　中国地方整備局　○○○○事務所長　殿
　　　　 住　  所
　　　　 会 社 名　　
　　　　 代 表 者　　
休業期間の証明について
　　下記のとおり、配置予定管理技術者（技術指導者）「○○　○○」が休業を取得したことを証明いたします。
記
	休業種別

	休業期間


	産前産後休業

	令和○年○月○日　～　令和○年○月○日


	育児休業

	令和○年○月○日　～　令和○年○月○日



                                                                           （様式－４）
・予定管理技術者（技術指導者）の同種業務又は類似業務の経歴
	業務分類（同種業務又は類似業務）
	

	業務名
	

	ＴＥＣＲＩＳ登録番号
	

	契約金額
	

	履行期間
	

	発注機関名
　住所
　ＴＥＬ
	

	業務の概要

	                      　　　　　　　   （○○技術者として従事）

	業務の技術的特徴

	

	当該技術者が担当した
業務の内容

	


 注１）業務の概要及び業務の技術的特徴については、具体的に記述すること。
 注２）「○○」には、「管理」または「担当」技術者の各名称を記述する。
 注３）TECRISに登録されていない実績を記した場合は、その業務を担当したことを証する業務計画書又は業務報告書等の該当部分の写しを添付すること。

                                                                           （様式－５）
・業務実施体制①
	分担業務の内容
	備　　　　　考
	業務全体に占める
再委託割合


	
	
	

	
	
	

	
	
	


 注）１社単独により、業務を実施する場合には記載する必要はない。ただし、他の建設コンサルタント会社等に当該業務の一部（軽微なものを除く）を再委託する場合又は学識経験者等の技術協力を受けて業務を実施する場合は、備考欄に再委託の具体的内容を記載するとともに、再委託先又は協力先、その理由（企業の技術的特徴等）を記載し、割合欄に業務全体に占める再委託割合を記載すること。また、業務の主たる部分を再委託してはならない。さらに、業務の分担構成が不明確又は不自然な場合は競争参加資格を認めない。
                                                                           （様式－６）
・業務実施体制②
	
	予定技術者名
	所属・役職
	担当する分担業務の内容

	  管理技術者
	
	
	

	（照査技術者）
	
	
	

	  担当技術者

	1)
2)
3)

	
	

	協力会社


	
	
	


  注１）管理技術者以外の氏名は匿名とする（A氏、B氏、C氏等）。
  注２）本競争の参加希望者以外の企業に所属する場合は、所属・役職欄に企業名等も記載する
　　　こと。
  注３）担当技術者が加点評価対象となっていない場合も記入すること。担当技術者を配置しな
　　　い場合はその理由を記載すること。
　注４）技術指導者を配置する場合は、担当技術者の欄に記載すること。

                                                                             （様式－７）
技術提案書
   業務の名称      ○○○○○
   履行期限        ○○○○○
標記業務について、技術提案書を提出します。
                                                          　　  令和　　年　　月　　日
 （分任）支出負担行為担当官
   中国地方整備局　○○事務所長
        ○　○　　○　○　殿　
                                           提出者）住　　所
                                                   電話番号
                                                   会 社 名
                                                   代 表 者 　 役職名　　　氏 　名  
                                           作成者）担当部署
                                                   氏　　名
E-mail
                                                                          （様式－８）
  ・実施方針　　　　　　　　　　　　　　　　　・実施フロ－
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


   ・工程計画　
	検討項目

	                         実施工程                         
	   備考   


	
	  ○月  
	  ○月  
	  ○月  
	  ○月  
	  ○月  
	  ○月  
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


  注）実施方針、実施フロー、工程計画について記載する。
 ・その他
	


	


	


	


　注）１テーマの場合は「その他」を削除すること。
                                                                 　        （様式－９）  ・評価テーマに対する技術提案　
	テーマ○　：　○○○○○○○○○○

	


  注）評価テーマに対する技術提案の作成にあたっては、曖昧な表現は避け、実施することを
明確に記載すること。なお、曖昧な表現の場合は評価しない。

（様式－１０）　
                                                                          【大企業用】
従業員への賃金引上げ計画の表明書
《事業年度の場合》
　当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又は○年）において、給与等受給者一人あたりの平均受給額を対前年度（又は対前年）増加率○％以上とすることを
　表明いたします。
　                                           状況に応じいずれかを選択　※
　従業員と合意したことを表明いたします。
《暦年の場合》
　当社は、○年において、給与等受給者一人あたりの平均受給額を対前年増加率○％以上とすることを
　表明致します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　状況に応じいずれかを選択　※　
従業員と合意したことを表明いたします。

※本表明書をもって初めて従業員に賃上げを表明する場合は上段を、本表明書以外のところで従業　員に賃上げを表明している場合は下段を選択してください。
令和　年　月　日
　株式会社○○○○
　（住所を記載）
　代表者氏名　○○　○○
　上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法によって、代表者より表明を受けました。
令和　年　月　日
　株式会社○○○○
　従業員代表　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　○○　○○　　印
　給与又は経理担当者　　　　　　　　　　　　氏名　○○　○○　　印
（様式－１０）　
                                                                          【大企業用】
（留意事項）
１．事業年度により賃上げを表明した場合には、当該事業年度の「法人事業概況説明書」を原則と
して賃上げ実施期間終了月の月末から３か月以内に契約担当官等に提出してください。
　　なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作成する類似の書類
（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を提出してください。
　　ただし、法人税法（昭和40年法律第34号）第75条の２の規定により申告書の提出期限の延長
がなされた場合には、契約担当官等への提出期限を同条の規定により延長された期限と同じ期限
に延長するものとします。
２．暦年により賃上げを表明した場合においては、当該年の「給与所得の源泉徴収票等の法定調書
　合計表」を原則として賃上げ実施期間終了月の月末から３か月以内に契約担当官等に提出してく
ださい。
３．上記１．による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない場合若しくは本制度の　
趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は上記確認書類を期限までに提出しない場合に　
おいては、当該事実判明後の総合評価落札方式による入札に参加する場合、技術点又は加算点を
減点するものとします。
４．上記３．による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が行われる調達に　
参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の判明の時期により減点措置開始時期が
異なることとなるため、減点措置開始時に当該事由を確認した契約担当官等により適宜の方法で
通知するものとします。
５．前事業年度又は前年に、賃上げ表明に対する加点措置を受けた上で契約を締結した場合におけ
　る、前回と今回の賃上げ実施期間に重複がないよう留意してください。
　　なお、前回の賃上げ実施期間を表明時から後ろ倒した場合、前回の賃上げ実施期間と今回の表
　明期間が重複することは有り得ますが、その場合も前回と今回の賃上げ実施期間には重複がない
　ように留意してください。
６．天災地変等やむを得ない事情により賃上げを実行することができなかった者については、減点
措置を課さないこととします。

※評価の対象となる表明書の対象期間は、「○．（○）○）賃上げの表明に関する評価」に記載の　評価基準を確認のうえ提出すること。
※なお、提出された資料について確認を行う場合がある。
（様式－１０－１）
                                                                         【中小企業等用】
従業員への賃金引上げ計画の表明書
《事業年度の場合》
　当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又は○年）において、給与総額を対前年度（又は対前年）増加率○％以上とすることを
　表明いたします。
　                                         状況に応じいずれかを選択　※
　従業員と合意したことを表明いたします。
《暦年の場合》
　当社は、○年において、給与総額を対前年増加率○％以上とすることを
　表明いたします。
                                            状況に応じいずれかを選択　※
　従業員と合意したことを表明いたします。
※本表明書をもって初めて従業員に賃上げを表明する場合は上段を、本表明書以外のところで従業　員に賃上げを表明している場合は下段を選択してください。
令和　年　月　日
　株式会社○○○○
　（住所を記載）
　代表者氏名　○○　○○
　上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法によって、代表者より表明を受けました。
令和　年　月　日
　株式会社○○○○
　従業員代表　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　○○　○○　　印
　給与又は経理担当者　　　　　　　　　　　　氏名　○○　○○　　印
（様式－１０－１）
                                                                         【中小企業等用】
（留意事項）
１．事業年度により賃上げを表明した場合には、当該事業年度の「法人事業概況説明書」を原則と
して賃上げ実施期間終了月の月末から３か月以内に契約担当官等に提出してください。
　　なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作成する類似の書類　
（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を提出してください。
　　ただし、法人税法（昭和40年法律第34号）第75条の２の規定により申告書の提出期限の延長
がなされた場合には、契約担当官等への提出期限を同条の規定により延長された期限と同じ期限
に延長するものとします。
２．暦年により賃上げを表明した場合においては、当該年の「給与所得の源泉徴収票等の法定調書　
合計表」を原則として賃上げ実施期間終了月の月末から３か月以内に契約担当官等に提出してく
ださい。
３．上記１．による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない場合若しくは本制度の　
趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は上記確認書類を期限までに提出しない場合に　
おいては、当該事実判明後の総合評価落札方式による入札に参加する場合、技術点又は加算点を
減点するものとします。
４．上記３．による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が行われる調達に　
参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の判明の時期により減点措置開始時期が
異なることとなるため、減点措置開始時に当該事由を確認した契約担当官等により適宜の方法で
通知するものとします。
５．前事業年度又は前年に、賃上げ表明に対する加点措置を受けた上で契約を締結した場合におけ
　る、前回と今回の賃上げ実施期間に重複がないよう留意してください。
　　なお、前回の賃上げ実施期間を表明時から後ろ倒した場合、前回の賃上げ実施期間と今回の表
　明期間が重複することは有り得ますが、その場合も前回と今回の賃上げ実施期間には重複がない
　ように留意してください。
６．天災地変等やむを得ない事情により賃上げを実行することができなかった者については、減点
措置を課さないこととします。
※評価の対象となる表明書の対象期間は、「○．（○）○）賃上げの表明に関する評価」に記載の　評価基準を確認のうえ提出すること。
※なお、提出された資料について確認を行う場合がある。
（別記様式－１）
   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）
                                                        　令和○○年○○月○○日
（分任）支出負担行為担当官
　中国地方整備局　○○事務所長
　　　　　　　　○○　○○　殿
                                         住　　　所
                                         代　表　者
　○○業務の競争参加資格確認申請書は容量が１０ＭＢを超えたため（郵送・持参・電子メール送信）にて提出します。
　なお、問い合わせ先は下記のとおりです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
　　　　　１．問い合わせ先　　　　
                 担当者     ：　　○○　○○
　　　　　　　　 部署     ：　　○○○支店○○部○○課
　　　　　       電話番号     ：    ○○○－○○○－○○○○
　　　   E-mail    　 ：    ○○○○○○＠○○○○○
２．（持参・郵送・電子メール送信）する書類の枚数
     競争参加資格確認申請書      ○枚
　　 技術提案資料　　　　　　　　○枚
　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　 ○枚
        　３．（発送・持参・電子メール送信）年月日　　　令和　　年　　月　　日
   （別記様式－２）
                                                                 　    （用紙Ａ４）
	                                                          令和　　年　　月　　日
  （分任）支出負担行為担当官
  中国地方整備局　○○事務所長　殿
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（別記様式－３）
誓　約　書
令和○年○月○○日
（分任）支出負担行為担当官
　中国地方整備局　○○事務所長
　　　　　　　　○○　○○　殿
閲覧者）住所○○○○○
電話番号○○○
会社名○○○○
代表者名○○○　印
業者コード※○○
担当者）担当部署○○○
氏名○○○○○
電話番号○○○
E-mail○○○○
責任者氏名　○○　○○　　連絡先　○○○－○○○　
　　　　　　　　　　　　　　担当者氏名　○○　○○　　連絡先　○○○－○○○
令和○年○月○○日付けで公告（公示）のあった令和○年度○○○○業務に係る技術提案書の作成のための既存資料の閲覧にあたっては、下記の事項を遵守することとし、誓約に反した場合において、弊社が指名停止等の措置を被ることになっても異議を申し立てないことを誓約いたします。
記
１．閲覧者は、閲覧により知り得た情報を本業務の技術提案書作成のみに使用し、他の目的には使用しません。また、技術提案書作成に係わる関係者以外には秘密とします。
２．閲覧により得た情報は、アクセス制限、パスワード管理等により適切に管理し、発注者の許可なく複製・第三者への提供等はしません。
３．閲覧により知り得た情報は、本業務の入札書の提出期限後に、速やかかつ確実に消去又は破棄します。
４．閲覧により知り得た情報について、報道等での指摘も含め、漏洩等の事故や恐れが判明した場合については、本業務の技術提案書作成中・作成後を問わず、事実関係等について直ちに発注者へ報告します。なお、発注者が行う報告徴収や調査には必ず応じます。
※資格決定通知書（港湾空港関係）に記載されている業者コード
注１）押印を省略する場合は、本件責任者・担当者の氏名及び連絡先を明記すること。
